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ま　え　が　き
　本書は、筆者が一九八六年から二〇一一年の間、二五年に、いろいろな機会で行なった「大学のイノベーション」についての講演および執筆のいくつかを収録したものです。行われた講演はそれぞれの時期に、主として講演を主催した団体の機関誌紙や関連のメディアで文章化されました。それらを転載させていただいて年代順にまとめたものです。
　このような作業を思いついたきっかけは、二五年前、筆者の本務校であった立命館での職員研修の成果をまとめた内部誌『職員研修』第一号（一九八七年九月刊）に掲載された、本書冒頭の稿「大学組織のイノベーションのために」を偶然見つけ、改めてこれを読み返してみたことでした。
　この稿は、一九八六年夏、学校法人立命館の総務部が開催した職員研修の席に招かれた、その席上で、本務校の立命館大学が進めようとしていた組織イノベーション（改革）について行なった講演を記録したものです。まだ生硬なものですが、思い返してみると、以後私が立命館で教学部長（一九八八～九〇年）、副総長（一九九四～二〇〇四年）、立命館アジア太平洋大学の開設準備責任者および初代学長（一九九七～二〇〇三年）などの職務を担うことになった際の、業務遂行の精神的な背景となっていったものです。
　このような本務校の仕事を担った一九八〇年代後半から二〇〇〇年代前半までの二〇年間ほどの間に、幸運にも私は大学の改革をめぐるいくつもの重要な経験をさせていただきました。
ちょうどこの時期の前半は、社会的には国際化、情報化というような、今は社会活動の当たり前の前提になっている状況がいよいよ急潮化してくる時期であり、また環境問題に対する社会的認識も急浮上してくる時期でした。経済的には、この時期は一九七〇年代の長期的停滞から抜け出した日本経済が現出した八〇年代のバブル経済が再び弾け、九〇年代以降二〇〇〇年代までいわゆる「失われた二〇年」ともいわれる揺れ幅の大きな時代でもありました。これと並行して日本社会は、九〇年代以降一八歳人口が長期にわたって減少期に入り、未体験の少子・高齢化社会の時代を迎えることになりました。
国際的にはこの時期に、第二次世界大戦後の時代を被ってきた米ソ冷戦の時代が、一九八〇年代末にソ連・東欧社会主義の崩壊によって終焉を迎えました。一方、それまで長く停滞を宿命づけられているようにみられてきたアジアの経済が成長軌道に乗り始め、二〇〇〇年代に入ると「二一世紀はアジア太平洋の時代」ということが誰の目にも疑いようのないものとなってきました。
このような国内外の社会変動を背景に、日本の高等教育政策も大きな変化がありました。高等教育のあり方に特に大きなインパクトを与えたのは、一九八〇年代末から活動を開始した政府の大学審議会の動きでした。特に一九九一年に出された学審議会の答申「大学教育の改善について」は、戦後大学教育の仕組みを規制してきた制度的縛りを大きく緩和し、戦後の大学教育のあり方を大きく転換させることになりました（いわゆる大学設置基準の「大綱化」）。
このような社会の変動や高等教育政策の転換を背景に、大学のあり方をめぐってこれまでになかった新しい大学イノベーション（改革）の動きが生まれ、勢いを増すことになりました。
社会や科学技術、学問の新しい動きを反映した新学部や新学科設置から始まり、新しいタイプの大学づくりや新キャンパス開設、キャンパス移転や新しい教育インフラストラクチュアの開発など、これまでになかった新しい大学イノベーションが展開しました。
私の本務校立命館でも、一九八七年の理工学部情報工学科、八八年の国際関係学部の設置に始まり、九四年の新キャンパス、びわこ・くさつキャンパス（ＢＫＣ）開設と理工学部の拡充移転、政策科学部の設置、九八年のＢＫＣへの経済、経営二学部の移転・新展開、二〇〇〇年大分県別府市での立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）開設、二〇〇〇年代に入ってからの情報理工学部、映像学部、生命科学部、薬学部、スポーツ健康科学部の相次ぐ開設、またロースクール、ビジネススクールをはじめとする各種の独立大学院の開設など、数々のイノベーションが展開しました。立命館のこのような展開は、当時全国の大学イノベーションにそれなりの刺激を与えたところもありました。
この時期の大学イノベーションの大きな特徴は、大学が企業や地域、地方自治体などとの繋がりを強め、いわゆる社会的ネットワークの中でその展開を図ったことでした。立命館はこの時期に、二つの地方自治体との大型公私協力に依拠してＢＫＣ開設とＡＰＵ設置という二つの画期的な展開を実現しました。また企業やとの政府・自治体との連携（産官学連携）での教育・研究の充実の取組みも画期的に進みました。
またこの時期に、大学設置の「大綱化」を背景に、これまでは考えられなかった地域における大学間の教学連携（地域大学コンソーシアム）が進みました。その魁をなしたのは、後に「大学コンソーシアム京都」に展開する「京都・大学センター」の開設とその中心的な取組み、大学間の単位互換制度の構築でした。
私はちょうどこの時期に立命館で先に述べたような役職を担ったこともあり、それらの大学イノベーションのほとんどにかなりの程度深く関わりました。そのため、その都度いろいろな機会にそれらのイノベーションをテーマに講演や執筆を頼まれました。
本書に収めた稿は、約二五年にわたるそのような私の活動記録です。
時期が二五年に広がっているので幾分背景の時代状況が今日とずれているかもしれません。しかし読み返してみると、大学イノベーションに対する基本視点はそれほど大きくずれていないように思います。それが、書かれた（話された）時代の違いがあるにもかかわらず、それらを本書のようにまとめてみようと考えた所以です。私自身はすでに大学の現場から退いていますが、これからの大学イノベーションの展開に何か参考になることが残せればという気持ちです。
　それぞれの稿が書かれた（話された）具体的な場や背景、掲載された誌紙については、それぞれの稿の冒頭に紹介してあります。ご参照下さい。
　ただ、文章の全体の体裁を整えるために、それぞれについて幾分表現をあらためたところ、加筆ないし削除したところがあります。ご理解下さい。
　少々硬い書籍の出版がなかなか難しい中、今回も先の『ドラッカーの警鐘を超えて』に引き続き、東信堂・下田勝司社長のご好意に甘えました。改めてお礼申し上げます。
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Ⅰ．大学組織のイノベーションのために〔一九八六年〕
〔解説〕
　この稿は、学校法人立命館の総務部が開催した職員研修の席上で、それまで経済学部教員として過ごしてきた筆者が立命館ではじめて専門の経済学を離れて、本務校の立命館大学という組織のイノベーション（改革）について行なった講演を記録したものである。以後私が立命館で教学部長（一九八八～九〇年）、副総長（一九九四～二〇〇四年）、立命館アジア太平洋大学の開設準備責任者および初代学長（一九九七～二〇〇三年）などを担うことになった際の、業務遂行の精神的な背景となっていったものである。
　この大学組織のイノベーション論を展開する際、当時刊行されたばかりのP.ドラッカー　の『イノベーションと起業家精神』（一九八五年刊行）の考えが多く活用されている。これを契機に筆者のドラッカーに対する関心が強くなったこともあり、その意味でも筆者にとって思い出深いものである。
　この稿は、学校法人立命館『職員研修（一九八六年度）』第一号、一九八七年刊行、に所収された。
　
Ⅱ．変貌する社会と大学の自己革新〔一九九二年〕
〔解説〕
　この稿は、一九九二年五月一四日、京都の国・公立大学、私立大学の関係者が共同で催したシンポジウムで、筆者がその一つを担当した基調報告をまとめたものである。もう一方の基調報告は当時京都大学理学部教授で、二〇〇八年度のノーベル物理学賞を受賞された益川敏英先生が担当された。
　このシンポジウムが開催された一九九二年は、戦後の大学教育のあり方を大きく転換させた大学審議会の答申「大学教育の改善について」が出された（一九九一年二月八日）直後で、大学のあり方への関心と大学自身の改革が社会的に大きな関心を呼んでいた。
　シンポジウムは、高等教育研究会という京都の大学人・教育関係者でつくる研究会が企画したが、高等教育研究会はその後間もなく京都の大学と京都市がタイアップした京都・大学センターの立ち上げ（一九九三年夏）に一つの原動力となった。このシンポジウムそのものが京都・大学センター立ち上げへのきっかけとなった。
　この稿は、高等教育研究会編『大学は生き残れるか――二一世紀への大学改革』一九九二年、機関紙出版、に所収されている。
　この稿には、何回か益川敏英先生のご発言との関わりが示唆される発言があるが、益川先生のご発言については、上掲書を参照されたい。
Ⅲ．京都における大学のネットワーク化
――京都・大学センター計画〔一九九四年〕
〔解説〕
　この稿は、一九九四年一一月二四日、当時立ち上がったばかりの京都・大学センターの紹介を請われて、このセンターづくりに関わっていた筆者が大阪科学技術センターの第四八回学術研究都市部会で行なった講演をまとめたものである。
京都・大学センター設立の基礎になったのは京都市大学21プラン策定委員会の答申『大学のまち・京都21プラン』（一九九三年三月）であるが、筆者は策定委員会の下の作業委員会のメンバーの一人として、答申原案の執筆にも当たった。そのような縁もあり、一九九三年七月からの京都・大学センターの設立に直接関わることになり、一九九八年、現在の大学コンソーシアム京都スタートの直前まで京都・大学センターの運営委員の一員を務めた。
本講演の当時、大学設置の「大綱化」を打ち出した大学審議会答申（一九九一年）の刺激もあり、大学改革が各大学で動き始めていたが、その動きと連動して、大学と地域振興の関連にも関心が集まっていた。それは、各地での大学誘致の動きともなっており、一九九四年四月、滋賀県の誘致で実現した立命館大学のびわこ・くさつキャンパス（ＢＫＣ）もその代表的なものの一つであった。大学と地域との関連に関わってのもう一つの動きは、地域における大学連携の動きであった。当時地域大学連携の動きは、東京の八王子地域、多摩地域や関西の西宮地域などが注目されたが、その最大のものは京都・大学センターの立上げであった（一九九三年七月設立推進会議発足、九四年度より正式に動き出した）。それは全国各地での同種の動きのモデルとなった。京都・大学センターはその後、日本の大学コンソーシアムを代表する、今日の「公益財団法人大学コンソーシアム京都」に発展した。
この稿は、大阪科学技術センター学術研究都市部会報『Science City Journal』一九九五春号（第二五号）に所収された。
Ⅳ．産官学連携による地域振興〔一九九七年〕
　　〔解説〕
　この稿は、一九九七年一一月一一日、財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）が滋賀県との共催で実施した、「民間との連携による地域振興――産官学連携による地域振興」をテーマとするセミナーでの筆者の基調講演の記録である。
　当時、立命館が滋賀県および草津市との公私協力によって一九九四年に実現した立命館大学のびわこ・くさつキャンパス（ＢＫＣ）開設と理工学部の拡充移転、それを基盤とした産官学連携が広く社会的な注目を浴びていた。とくにリエゾンオフィスを機軸とした立命館大学の産官学連携はこれまで日本ではあまり例を見ないものとして、産官学各方面から注目され、それは地域振興にも新しい切り口を示すものとされた。このようなことを背景として、このセミナーが滋賀県大津市で開催された。このセミナーが開催されたとき、立命館大学ではさらにＢＫＣに京都にある立命館大学衣笠キャンパスにある経済、経営の二学部が移転・新展開を図ることが翌年に迫っており、また二〇〇〇年四月に公私協力による大分県別府市での立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）の開設が予定されていた。このような並行するキャンパスの開設、新展開を背景に、産官学連携による地域振興という話題が関係方面で関心を高めていた。また立命館大学が設立に深く関わった地域大学連携、京都・大学センターもようやく定着しようとしていた。この講演は、このような産官学連携の考え方を当事者である立命館大学の立場から紹介するものであった。
この稿は、ふるさと財団（地域総合整備財団）ライブラリー２１『講演集シリーズ８』一九九八年三月、に所収された。
Ⅴ．大学創造と社会的ネットワーク〔一九九七年〕
〔解説〕
　この稿は、一九九七年一二月五日、株式会社東和エンジニアリング主催の「産学協同特別セミナー」（ＢＫＣで開催）で筆者が行なった基調講演「大学創造と社会的ネットワーク」の記録である。
　当時立命館大学は、一九九四年四月ＢＫＣ開設と理工学部拡充移転を果たし、産官学連携によるテクノコンプレックスの構築に成功して、ＢＫＣでの学術的展開に社会的な注目を集めていた。さらにこのＢＫＣには一九九八年四月文理融合を掲げて、経済、経営の二学部の移転・新展開が迫っていた。このような雰囲気のなかで、一九九七年秋、ＢＫＣで上記のセミナーが開催され、筆者がその間の立命館大学の取組みの基本的立場を語ったのがこの講演であった。
　この講演の記録は、『全私学新聞』一九九八年二月三日号に所収された。
Ⅵ．国際スタンダードの大学づくりをめざして〔二〇〇二年〕
〔解説〕
　この稿は、私学経営研究会刊行の『私学経営』からの求めに応じて、二〇〇〇年四月に開学した立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）の特徴や取組みのエッセンスを国際スタンダードの大学づくりという観点からまとめたものである。
　ＡＰＵ創設の話は一九九四年の春からであるが、筆者はＡＰＵ創設にその話の始まりから関わった。当時立命館ではびわこ・くさつキャンパス（ＢＫＣ）がスタートし、理工学部の拡充移転が一段落したところであったが、引く続き二つの大きな課題が浮上した。一つは理工学部が移転したＢＫＣにさらに二つの文系学部を移転するという課題であり、もう一つが大分県との公私協力による新大学の開設という課題であった。前者は一九九八年四月に経済、経営両学部の移転・新展開として、後者は二〇〇〇年四月にＡＰＵの創設として実現した。筆者は当時学校法人立命館の副総長という立場にあったので、これら両方の課題に直接の責任者として関わることになった。
　特にＡＰＵは一九九〇年代後半の数年、全力を注いだ課題であった。開設後のＡＰＵは日本ではこれまで取り組まれたことのない国際的な大学づくりとして国内外から広く注目を浴びていた。各種のメディアから大学関係者にひっきりなしに取材があったが、それに応えたものの一つがこの稿である。私学経営研究会『私学経営』第三二五号、二〇〇二年三月号に所収された。
Ⅶ．公的サービス機関のイノベーションをいかに進め
るか――大学のイノベーションを求めて〔二〇一一年〕
〔解説〕
　この稿は、二〇一一年刊行の拙著『ドラッカーの警鐘を超えて』東信堂、の六章「公的サービス機関のイノベーションをいかに進めるか――大学のイノベーションを求めて」に所収されているものである。
　同上書はドラッカーの残した各種の警鐘を軸にしてそのいくつかを後進のものがいかに超えようと努力してきたかを辿ろうとしたものであるが、ドラッカーの残した重要な警鐘に一つに、「公的サービス機関におけるイノベーションをいかに進めるか」という課題がある。筆者はこれを自分が経験した大学を舞台として論じようとした。公的サービス機関のイノベーションは、ドラッカーが強調するように、企業以上に必要であるが、企業以上に難しい。その際、ドラッカーが重視しているのは、公的サービス機関における目標管理の重要性である。収益性という成果指標をもたない公的サービス機関が成果を社会に示すには、目標管理が不可欠だからである。ここでは、筆者が実際に関与した大学の自己点検・評価活動の経験から、大学の目標管理とイノベーションが論じられている。筆者の確信は、難しい公的サービス機関のイノベーションは、構成員の自覚による目標管理の徹底なくしては進まないということである。
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